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■用語の定義 

Ｐ-ＰＦＩ  ・ 平成 29 年の都市公園法改正により創設された，飲食店，売店等の公園

利用者の利便の向上に資する公募対象公園施設の設置と，当該施設から

生ずる収益を活用してその周辺の園路，広場等の一般の公園利用者が利

用できる特定公園施設の整備・改修等を一体的に行う者を，公募により

選定する「公募設置管理制度」のこと。 

・ 都市公園における民間資金を活用した新たな整備・管理手法として 

「Ｐａｒｋ-ＰＦＩ」（略称：Ｐ-ＰＦＩ）と呼称。 

 

＜Ｐ-ＰＦＩのイメージ＞ 

 

公募対象公園施設 ・ 都市公園法第５条の２第１項に規定する「公募対象公園施設」のこと。

飲食店，売店等の公園施設であって，法第5条第1項の許可の申請を行う

事ができる者を公募により決定することが，公園施設の設置又は管理を

行う者の公平な選定を図るとともに，都市公園の利用者の利便の向上を

図る上で特に有効であると認められるもの。 

例：カフェ，レストラン，売店，屋内子供遊び場，等 

特定公園施設 ・ 都市公園法第５条の２第２項第５号に規定する「特定公園施設」のこと。

公園管理者との契約に基づき，公募対象公園施設の設置又は管理を行う

こととなる者が整備する，園路，広場等の公園施設であって，公募対象

公園施設の周辺に設置することが都市公園の利用者の利便の一層の向

上に寄与すると認められるもの。 

利便増進施設 ・ 都市公園法第５条の２第２項第６号に規定する「利便増進施設」のこと。

Ｐ-ＰＦＩにより選定された者が占用物件として設置できる自転車駐車場，

地域における催しに関する情報を提供するための看板・広告塔。 



 

 

公募設置等指針 ・ Ｐ-ＰＦＩの公募に当たり，都市公園法第５条の２の規定に基づき，地方公

共団体が各種募集条件等を定めたもの。 

公募設置等計画 ・ 都市公園法第５条の３の規定に基づき，Ｐ-ＰＦＩに応募する民間事業者等

が公園管理者に提出する計画。 

設置等予定者 ・ 審査・評価により，最も適切であると認められた公募設置等計画を提出

した者。 

認定計画提出者 ・ 公園管理者が，都市公園法第５条の５の規定に基づき認定した公募設置

等計画を提出した者 
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１．事業の概要 

 

(1) 事業の目的 

成長時代から縮退時代に時代背景が変化するなか，都市公園や緑地における都市部のオー

プンスペースに求められる行政サービスのあり方が大きく変化しています。また，現状の都

市公園・緑地行政を継続したとしても昨今の厳しい財政状況下では，都市部の良好なオープ

ンスペースを維持して行くことは困難です。 

縮退時代のなか，盛岡市（以下「市」という。）は新たな行政サービスの拡充と都市公園や

緑地の良好なオープンスペース機能維持を目的として，公園活性化プランを公募しています。

公園活性化プランのビジネス部門において，木伏緑地の民間事業提案があり，緑の基本計画

策定（改訂）懇話会に諮った結果，新たな機能拡充による市民サービスの向上が図れるとの

ことから，公募設置管理制度による事業者を選定しようとするものです。 

 

(2) 木伏緑地の概要 

ア 木伏緑地の概要 

木伏緑地は，開運橋袂の北上川と市道に挟まれた緑地であり，市の玄関口ともいえるエ

リアに位置し，都市の潤いや市民の憩いの場やイベント等にも利用されています。地下に

は駐輪場があり，駅周辺の駐輪場として利用されてきましたが,駅西口に駐輪場が設けられ

た結果,駐輪台数が減りました。 

    このような状況から，これまでの役割に加え木伏緑地には新たな機能が求められていま

す。 

イ 市が求める機能 

木伏緑地に市の財政負担において整備を求める機能は，公衆用トイレの整備です。 

ウ 木伏緑地に建築できる公衆用トイレや公募設置管理施設の諸条件 
 項目内容 計算値 

Ａ 木伏緑地面積 4,042.06 ㎡ 

Ｂ 法で定められる建築可能な建蔽率 ２％ 

Ｃ 条例制定による公募対象公園施設等の建蔽率 10％ 

Ｄ 木伏緑地で認められる建蔽率（Ｄ＝Ｂ＋Ｃ） 12％ 

Ｅ 木伏緑地での建築可能面積（Ｅ＝Ａ×Ｄ） 485.0 ㎡ 

Ｆ 既建築（駐輪場出入口上屋）面積 205.7 ㎡ 

Ｇ 公衆用トイレ及び公募対象公園施設等の建築可能面積（Ｇ＝Ｅ－Ｆ） 279.3 ㎡ 

Ｈ 壁を有しない高い開放性を有する建築物を含む建蔽率増加 ＋10％ 

Ｉ 壁を有しない高い開放性を有する建築物を含む建蔽率（Ｉ＝Ｃ＋Ｄ＋Ｈ） 22％ 

Ｊ 壁を有しない高い開放性を有する建築物を含む建築可能面積（Ｊ＝Ａ×Ｉ） 889.2 ㎡ 

Ｋ J の場合の建築可能面積（Ｋ＝Ｊ－Ｆ） 683.5 ㎡ 

Ｇ 地下駐輪場上部への積載重量上限値 平面図に記載 
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 (3) 事業範囲 

   事業者には，木伏緑地において，次の業務を行っていただきます。 

  ・ 公募対象公園施設の設置（飲食店等） 

  ・ 特定公園施設（公衆用トイレ）の設計業務 

  ・ 特定公園施設（公衆用トイレ）の譲渡（建設）業務 

  ・ 利用増進施設の設置（設置しなくても可） 

  ・ 木伏緑地全般に係る管理運営業務 

 

(4) 事業の流れ 

ア 公募設置等予定者の選定 

    本市は，応募者が提出した公募設置等計画の審査を行い，公募設置等予定者を選定しま

す。 

イ 公募設置等計画の認定 

    本市は，公募設置等予定者の提出した公募設置等計画について，当該公募設置等計画が

適当である旨の認定をします。また，本市は，当該認定をした日，認定の有効期間を公示

します。 

    公募設置等計画の認定後，公募設置等予定者は認定計画提出者となります。 

ウ 基本協定の締結 

    認定計画提出者は，公募設置等計画に基づき，本市との間で，協議の上，事業実施条件

や認定計画提出者の権利・義務等を定めた「基本協定」を締結します。 

エ 公募対象公園施設（飲食店等）の設置 

認定計画提出者には，都市公園法第５条に基づく設置管理許可により，公募対象公園施

設の整備及び運営を行っていただきます。 

オ 特定公園施設の設計・建設，市への譲渡 

特定公園施設に係る設計及び建設は，一旦，認定計画提出者の負担において実施してい

ただき，整備完了後，本市が費用を負担し当該特定公園施設を取得します。 

  カ 利便増進施設の設置 

認定計画提出者が認定計画に基づき設置する利便増進施設は，都市公園法第６条に基 

づく占用許可により設置していただきます。 

キ 木伏緑地全般に係る管理運営 

全ての特定公園施設（公衆用トイレ）の引き渡しが終了した時点において，市は，認定

計画提出者を公募対象公園施設，特定公園施設（公衆用トイレ）及び利用増進施設を含め

た木伏緑地全般に係る「指定管理者」とすることを予定しています。 

 

(5) その他 

  ア 認定計画提出者が行うイベント 

認定計画提出者は本事業の趣旨に鑑み，イベント等を自ら企画・実施するように努めて

ください。事業者が設置管理許可の区域内でイベントを実施する場合，原則として２か月
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前までに市へ「イベント計画書」を提出する必要があります。 

都市緑地内であるため，イベントの実施にあたっては，次の条件に適合する必要があり

ます。この条件に適合しない場合は，イベント内容を修正していただく又は実施できない

場合があります。 

    なお，認定計画提出者が主催するイベントは，条例第９条に基づき全額減免します。 

   ・ 法，条例及びその他関係法令を遵守すること 

   ・ 都市緑地の設置目的に著しく支障とならないこと 

   ・ 木伏緑地の利用者に著しく支障とならないこと 

   ・ 騒音の発生等，近隣住民や道路交通等に迷惑を及ぼす又は支障とならないこと 

   ・ 事故の発生の恐れがないこと 

   ・ 暴力団及びその利益となる活動を行う者の利益となると認められないこと 

   ・ その他，木伏緑地の管理上支障とならないこと 

イ 認定計画提出者以外が行うイベント 

認定計画提出者以外の者が行う条例第６条第１項に記載する行為（イベント等）を行い

たいとの申し出があった場合は，市はその内容を審査し，問題がない場合は，原則として

認定計画提出者と調整のうえ，許可を与えることとします。この場合，市は都市公園条例

第８条第１項で定める公園使用料等を許可者（認定計画事業者以外の者）より徴収するも

のとします。 

ただし，認定計画提出者が飲食物等の提供区域として専用的に使用し，一般の木伏緑地

利用者が使用できない営業区域については，市は認定計画提出者と協議のうえ，営業に支

障となる場合は，原則として許可しないこととします。 
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２．公募対象公園施設等の設置等に係る事項 

 

(1) 公募対象公園施設の種類 

   飲食店など，木伏緑地の賑わい創出に資する収益施設を提案してください。また，各種団

体がイベント等で活用しやすい提案を期待しています。 

既存の駐輪場は，整備後も同じ場所で機能を保持し，管理できるような計画とする必要が

あります。緊急時の対応を考慮した計画としてください。計画を策定するなかで市と協議が

必要となりますので御留意ください。 

なお，出入口の上屋や通気口等の上屋を公募対象公園施設として，活用できるような提案

としてください。 

 

(2) 公募対象公園施設の場所 

項目 概要 

事業用地 盛岡市盛岡駅前通 12 番外地内（木伏緑地） 

敷地面積 4,042.06 ㎡ 

用途 都市公園（都市緑地） 

その他 市街化区域，都市計画公園区域，準防火地域 

 

(3) 設置又は管理の開始の時期 

   公募対象公園施設の設置管理許可は平成 31年２月からとなる予定です。 

 

(4) 公募対象公園施設の使用料等の額の最低額 

  ア 公募対象公園施設の占用面積の概念 

    公募対象公園施設の占用面積における概念は下図のとおりとし，占用面積の提案は次の

とおりとする。 

・ 建築面積 

・ 公募対象公園施設等の営業行為を行う部分の面積 

・ 公募対象公園施設等の営業行為を行う部分以外の部分の面積 

 

それ以外の木伏緑地区域公募対象公園施設等の運営区域

公募対象公園施設等の営業行為を行う部分

事業者が公募対象公園施設等を設け，専用的に
使用し，木伏緑地利用者は使用できない部分

一般の木伏緑地利用者が
自由に利用可能で，かつ
本来の木伏緑地の効果を
発揮すると市が判断する
部分

公募対象公園施設等の営業
行為を行う部分以外の部分
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  イ 公募対象公園施設の使用料の対象面積 

    認定計画提出者が市に支払う際の対象面積は，次の提案面積を合わせたものとします。 

・ 建築面積 

・ 公募対象公園施設等の営業行為を行う部分の面積 

ウ 公募対象公園施設の使用料の最低額 

公募対象公園施設の使用料の最低額は以下のとおりです。 

年間使用料及び対象面積を提案してください。 

公募対象公園施設の下限 150 円／㎡月 以上 

  エ 都市公園及び都市緑地の活動資金 

    都市公園及び都市緑地を中心としたまちづくりに対する活動資金に係る年額の提案を期

待しています。本活動資金は，市にではなく盛岡市緑のまちづくり会議に支払うものであ

り，提案においては支払額ゼロでも構いません。 

なお，本活動資金は，都市公園及び都市緑地を中心としたまちづくり等の活動に使用し

ます。 

 

(5) 特定公園施設の建設に関する事項 

  ア 設計業務 

事業提案に添って，市と協議のうえ，関係法令等を遵守しながら，認定計画提出者にお

いて設計業務を行って頂きます。公衆用トイレは，公募対象公園施設等のみならず，木伏

緑地利用者が利用し易い形態とするよう努めてください。 

設計業務の遂行にあたっては，市が示す技術指針等に従って実施し，市の完了検査を受

け成果品を提出しなければなりません。 

  イ 工事 

認定計画提出者が行う工事については，認定計画提出者が提案した基本計画に基づき，

市が示す技術基準に従い，関係法令等を遵守しながら，実施していただきます。 

ウ 利用時間 

  公衆用トイレの利用時間帯は原則 24 時間開放としますが，市と協議のうえ定めることと

します。 

エ 市による特定公園施設の整備費用の負担 

・ 市が負担する費用（税込）を提案してください。 

・ 提案する額は，設計業務と建設に係る経費とします. 

・ 市が求める公衆用トイレは，別添図面と同等以上のものとしてください。 

・ 市が提示する条件以上の整備を行う部分についての費用は，認定計画提出者の負担と

なります。 

・ 市が負担する費用は，予算の議決等を経た平成 31 年度（2019 年度）以降の支払いと

なります。 

・ 当市で本事業にかかる公衆用トイレの設定金額は次のとおりです。事業提案にあたっ

ては，設定金額の１割以上削減が事業採択要件となることを申し添えます。 
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項目等 金額（税込み） 提案上限額（税込み） 

公衆用トイレ実施設計費 １，３３３，８００円 １，２００，４２０円 

公衆用トイレ工事費 ３０，５０４，６００円 ２７，４５４，１４０円 

計 ３１，８３８，４００円 ２８，６５４，５６０円 

 

(6) 利便増進施設の設置に関する事項 

ア 利便増進施設の設置について 

利便増進施設を設置する場合は，設置する施設の種類，規模，設置場所等を提案してく

ださい。設置できる施設は，自転車駐車場，地域における催しに関する情報提供のための

看板・広告塔です。 

イ 利便増進施設を設置する場合の占用料 

   利便増進施設を設置する場合の占用料は以下のとおりです。 

占用料（盛岡市都市公園条例による） ５ 円/㎡日 

 

(7) 都市公園の環境の維持及び向上措置を図るための清掃その他の措置 

ア 公募対象公園施設及び利便増進施設周辺の園地等に係る清掃等に関する事項 

公募対象公園施設及び利便増進施設の周辺の園地等について，認定計画提出者の負担で

清掃，植栽管理等の日常的な維持管理を実施する園地等の範囲及び維持管理の内容につい

て提案してください。 

イ 木伏緑地全般に係る管理運営 

本市は，認定計画提出者を木伏緑地全般に係る指定管理者とすることを予定しています。 

認定計画提出者と市が行う管理運営区分を提案してください。認定計画提出者と市で指

定管理者としての業務について「木伏緑地維持管理業務仕様書」を策定することとします。 

 

(8)  認定の有効期間 

   公募設置等計画の認定の有効期間は，公募設置等計画の認定日から 2039 年３月 31 日まで

とします。 

   なお，公募対象公園施設の設置管理許可期間は，許可日から 2029 年３月 31 日までとしま

すが，当該期間内に認定計画提出者から設置管理許可の更新の申請があった場合は，公募設

置等計画の認定の有効期間である2039年３月31日まで許可を与えることとします。ただし，

設置管理許可期間には，公募対象公園施設の設置や撤去（原状回復）の期間も含みます。 

 

３．公募の実施に関する事項等 

 

(1) 公募への参加資格  

ア 応募の制限 

    次の項目のいずれかに該当する方は，応募することができません。 

・  会社更生法(平成 14年法律第 154号)に基づく更生手続き開始の申立て,民事再生法（平
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成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続き開始の申立て，破産法（平成 16 年法律第 75

号）に基づく破産の申立てを受けている法人 

・ 当該法人の設立根拠法に規定する解散または精算の手続きに入っている法人 

・ 地方自治法施行令第 167 条の４に該当する法人 

・ 応募の日から，公募設置等予定者決定通知日までの間に，盛岡市競争入札参加停止等

措置要領による指名停止を受け，当該指名停止期間を経過していない法人 

・ 最近の２年間において，法人税，本店所在地の法人市町村税，固定資産税，消費税及

び地方消費税の滞納のある法人（徴収猶予を受けているときは滞納していないものとみ

なします。） 

・ 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成４年法律第 77号）に規定する暴

力団員である事業者または法人でその役員に暴力団に該当する者のいる事業者。 

・ 選定委員会委員が経営又は運営に直接関与している法人 

イ 応募者の資格 

   ・ 応募者は法人（以下「応募法人」という。）又は法人のグループ（以下「応募グループ」

という。）に限ります。 

   ・ グループで応募する場合は，公募対象公園施設を設置し，かつ所有する法人として，

代表法人（他の法人は構成法人とする。）を定めてください。 

・ 応募法人又は応募グループを構成する代表法人及び構成法人（以下「応募法人等」と

いう。）は，直近決算において債務超過でないこととします。 

・ 応募法人等の内で，木伏緑地の管理・運営業務を実施する法人又は連携する法人を定

めてください。 

・ 応募法人等の内で，公募対象公園施設及び特定公園施設の設計及び監理業務を実施す

る法人又は連携する法人を１社以上定めてください。当該法人は，建築士法（昭和 25 年

法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていることとしま

す。 

・ 応募法人等の内で,公募対象公園施設及び特定公園施設の建設業務を実施する法人を１

社以上又は連携する法人を定めてください。当該法人は,建設業法（昭和 24年法律第 100

号）第３条第１項の規定に基づく，建築一式工事につき特定建設業の許可を受けている

こととします。過去５年以内に公園又は広場及び商業施設の建設工事の実績を備えるこ

ととします。 

・ 代表法人は，公募対象公園施設の整備及び特定公園施設の整備・譲渡について，当該

業務を遂行する責務を負うこととします。 

ウ 応募条件 

・ 応募法人は，他の応募グループの代表法人又は構成法人となることはできません。 

・ 同時に複数の応募グループにおいて，応募グループの代表法人又は構成法人となるこ

とはできません。 
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 (2) 情報提供 

 公募設置等計画の作成にあたっては，以下の資料を参照してください。 

・ 公園平面図 

・ 公衆用トイレの基準となった仕様の図面等 

・ 駐輪場耐荷重計算書（応募のあった方に後日，発送します。） 

 

(3) 事業破綻時の措置 

 認定された公募設置等計画の有効期間内に認定計画提出者による事業が破綻した場合，都

市公園法第５条の８に基づき，認定計画提出者は本市の承認を得て，別の民間事業者に事業

を承継させることとします。 
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４ 公募の手続きに関する事項等 

 

(1) 日程 

項目 時期 

公募設置等指針の交付 平成 30 年  6 月 4 日(月) ～ 6 月 18 日（月） 

質問書受付 平成 30 年 06 月 4 日(月) ～ 6 月 25 日（月） 

質問書回答 平成 30 年 06 月 4 日(月) ～ 6 月 27 日（水） 

公募設置等計画の受付期限 平成 30 年  8 月 3 日(金) 12：00 厳守 

プレゼンテーション及びヒアリング 平成 30 年  8 月 6 日(月)    予定 

公募設置等予定者等の決定通知 平成 30 年  8 月 8 日(水)    予定 

公募設置等計画の認定 平成 30 年  8 月頃 

基本協定締結 平成 30 年  9 月頃 

（実施設計～建築確認申請・許可） （～平成 31 年 03 月頃） 

認定計画提出者による工事 平成 31 年 4 月頃～平成 31 年 8 月頃 

供用開始 平成 31 年 8 月頃 

 

(2) 応募手続き 

ア 公募設置等指針の交付 

    公募設置等指針については，以下のとおり配布します。また，市のホームページからも

ダウンロードできます。 

(ｱ)  配布期間 

平成 30 年６月４日（月）～平成 30年６月 18日（月） 

(ｲ)  配布場所 

・ 盛岡市役所 都市整備部 公園みどり課 

   ・ 〒020-8532 岩手県盛岡市津志田 14－37－２ 都南総合事務所２Ｆ 

イ 公募設置等指針に対する質問及び回答 

本指針の内容に関して質問がある場合は，以下のとおり質問書を提出してください。 

回答内容については，本指針と同等の効力を持つものとします。 

(ｱ)  使用様式 

様式１「質問書」 

(ｲ)  受付期間 

・ 平成 30 年６月４日（月）～平成 30年６月 25日（月）まで 

・ 提出方法：電子メール 

・ メールアドレス：kouen@city.morioka.iwate.jp 

・ 担  当 ：都市整備部 公園みどり課 計画係 主査 長澤，主事 田畑 

・ 回 答 日 ：平成 30年６月 27 日（水）までに回答 

・ 回答方法：質問書を提出された方全員のメールアドレスへ回答します。 
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ウ 公募設置等計画等の受付 

公募設置等計画等を以下のとおり受け付けます。 

公募設置等計画等は，以下の注意事項及び公募設置等計画等関係書類一覧に従って提出

してください。 

なお，受付期間内に受付場所に到達しなかった公募設置等計画は受理しません。 

(ｱ)  使用様式 

「公募設置等計画等関係書類一覧」の通り（指定のない場合は任意様式） 

(ｲ)  受付期間 

平成 30 年６月４日（月）～平成 30年８月３日（金）12：00 まで 

(ｳ)  受付場所 

・ 受付場所：盛岡市役所 都市整備部 公園みどり課 

・ 住  所 ：〒020-8532 岩手県盛岡市津志田 14－37－２ 都南総合事務所２Ｆ 

・ 提出方法：受付場所へ持参又は郵送必着でも可 
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５ 公募設置等計画等の書類 

 

 (1) 応募書類（公募等設置計画） 

   応募者は以下の書類を提出して下さい。 

提出部数は３部（正本１部,写し２部とする。ただし,③は写しのみ３部とする。）とします。 

名称 様式 内容等 

① 応募登録書申込書 様式２  

② 誓約書 様式３  

③ ｺﾝｿｰｼｱﾑ協定書または協力会

社組織表 

ｺﾝｿｰｼｱﾑの場合は写し 

協力会社：組織表 

組織表は自由様式とす

る 

④ 事業者別状況調書 様式４  

⑤ 事業者の経理状況調書 様式５  

⑥ 申し込み添付資料 

・ 会社約款 

・ 商業登記謄本及び代表者

の印鑑証明書 

・ 会社概要書 

 

・ 法人税申告書 

・ 納税証明書の写し 

（市民税及び消費税等） 

 

様式自由 

各種証明書 

 

様式自由 

 

関係法令に定める様式 

各種証明書 

 

 

直近１か月以内のもの 

 

本事業と同種または類

似事業の実績も添付 

直近３事業年度分 

直近３事業年度分 

⑦ 建築設計及び建築工事の事業

実績調書 様式自由 

公衆用ﾄｲﾚと設置管理

施設の建築設計企業と

建築工事企業 

 

(2) 事業提案等書類 

次に示す事項を項目が分かるよう明記のうえ各項目１枚にして順に整理し，Ａ３版横の 

ファイルに綴って，20部提出してください。 

   なお，書類には応募者名が特定できないようにしてください。 
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項目 様式 要求する提案内容 

Ⅰ 事業提案書表紙 様式自由 表現自由 

Ⅱ 目次 様式自由 表現自由 

Ⅲ 

配置計画書 

① 

配置図 
様式自由 

平面図に公募対象公園施設，特定公

園施設（公衆用ﾄｲﾚ），利便増進施設

を明記すること。 

② 

面積算定表 
様式自由 

公募対象公園施設，特定公園施設（公

衆用ﾄｲﾚ）及び利便増進施設等の建蔽

率に関する建物面積がわかるように

整理すること， 

③ 

全景のｲﾗｽﾄ 
様式自由 

ｲﾒｰｼﾞﾊﾟｰｽ等を作成し，木伏緑地の将

来像がわかる様にすること。 

Ⅳ 

事業目的書 

①  

ｴﾘｱ分析 
様式自由 

木伏緑地があるｴﾘｱ分析を整理して

明記すること。 

②  

公募対象公園施

設を設置する理

由 

様式自由 

ｴﾘｱ分析に基づき，公募対象公園施設

を設置する理由を明記すること。 

③  

周辺派生ｽﾄｰﾘｰ 様式自由 

木伏緑地に公募対象公園施設を整備

することによる周辺へ派生する効果

を明記すること。 

Ⅴ 

収支計画書 

初期投資 

運営収支 

各々の概算見積書 

様式自由 

事業提案に基づいて，公募対象公園

施設，特定公園施設及び利便増進施

設に分けて事業提案者と市の負担額

を明記すること。 

Ⅵ 

運営計画書 
様式自由 

ﾘｰｼﾝｸﾞ方針，業種・業態・営業時間・

定休日・利用者想定，出店者候補ﾘｽ

ﾄ，木伏緑地としての集客の考え方を

整理して明記すること。 

Ⅶ 

管理計画書 
様式自由 

実施方針，光熱水費・通信費・廃棄

物収集・清掃・公衆用ﾄｲﾚ管理の考え

方，官民区分図を明記すること。 

 

(3) 応募書類及び事業提案書等作成の注意事項 

・ 公募設置等計画等の提出は 1応募法人（1応募グループ）1提案とします。 

・  公募設置等計画等関係書類の言語は日本語，単位はメートル法，通貨は日本国通貨を使

用してください。 

・ 関係法令及び条例を遵守し，かつ本指針に記載された条件を満足するとともに，関係 0     
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機関へ必要な協議確認を行った上で公募設置等計画等関係書類を作成してください。 

・ 公募設置等計画等関係書類の作成及び提出に必要な諸費用は，応募者の負担とします。 

・ 公募設置等計画等関係書類の提出後の変更は認めません。 

・ 必要に応じて公募設置等計画等関係書類一覧に記載以外の書類の提示を求める場合があ

ります。 

・ 明確かつ具体的に記述してください。分かりやすさ，見やすさに配慮し，必要に応じて

図，表，写真，スケッチ等を適宜利用してください。 

 

(4) 担当 

担当   都市整備部 公園みどり課 計画係 主査 長澤，主事 田畑 

   住所  〒020-8532 岩手県盛岡市津志田 14－37－２ 都南総合事務所２Ｆ 

   電話  019-651-4111（内 7266） 

   メールアドレス  kouen@city.morioka.iwate.jp 

 

(5) 受付時間 

   公募設置等計画等の受付を含め，すべての事務取扱は，午前９時から正午まで及び午後１

時から午後５時までとします。 

 

(6) 審査方法等 

ア 審査の流れ 

以下の手順に従って審査します。 

(ｱ)  第一次審査 

  提出されたすべての公募設置等計画等について，法第５条の４第１項に基づき，以下

の点について審査します。 

Ａ 参加資格の確認 

応募者が，資格等を満たしているかを審査します。 

Ｂ 法令遵守に関する審査 

公募設置等計画等の内容が法律，条例等に違反していないことを審査します。 

Ｃ 本指針に照らし適切なものであることの審査 

公募設置等計画等が本指針に照らし，適切なものであることを審査します。審査の

内容は以下のとおりです。 

・公募設置等計画が，本指針で示した目的や場所等と適合していること 

・記載すべき事項が示されていること 

・認定期間中の建設・運営の確実性が，提出された客観的な資料により見込めること

(ｲ) 第二次審査 

第一次審査を通過した提案について，緑のまちづくり会議（以下「会議」という。）に

おいて，P15 で示す評価の基準に沿って審査します。応募者には，会議において，提案

内容に関するプレゼンテーションを実施していただきます。プレゼンテーションの日時，

mailto:kouen@city.morioka.iwate.jp
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場所等は，事務局から連絡します。 

     なお，応募者が多数の場合は，プレゼンテーション対象者を数社程度に絞ることがあ

ります。 

イ 選定委員会 

本市は公募設置等計画の審査を会議で行います。 

    会議では，応募者から提出された公募設置等計画について P15 の評価項目，内容に基づ

き審査を行い，最優秀提案及び次点提案を選定します。 

なお，審査の結果によっては，最優秀提案，次点提案の一方又は両方について，該当案

なしとする場合があります。 

会議の委員は以下のとおりです。 

氏名 
（順不同，敬称略） 

所属・役職名 

赤 坂  環 ライター・情報誌企画編集 

金 澤  滋 岩手・木質バイオマス研究会 顧問 

木 村 敦 子 デザイン 

渋 谷 晃太郎  公立大学法人 岩手県立大学 教授 

大 瀧 英 知  景観 

中 村  正  岩手県自然保護協会 常務理事 事務局長 

廣 田 純 一  国立大学法人岩手大学 教授 

船 水 義 一  盛岡市 都市整備部長 

松 田 好 子  市民公募 

八重樫 信 子  公園活性化交流広場代表 

若 菜 千 穂  いわて地域づくり支援センター 事務局長 
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ウ 評価の基準 

    本市は，提出された公募設置等計画について，以下の評価項目に沿って評価を行います。 

＜評価の項目，内容＞ 

項目 審査事項 審査 

Ⅰ 

配置計画書 

配置図 

面積算定表 

全景のｲﾗｽﾄ 

・明確かつ本事業の目的に合致している

か。 

・人が集まりたくなるか，周辺と調和し

ているか。 

・景観・ﾃﾞｻﾞｲﾝが魅力的か。 

・公募対象公園施設等とﾃﾞｻﾞｲﾝの統一が

図られているか。 

15 

Ⅱ 

事業目的書 

ｴﾘｱ分析 

 

公募対象公

園施設を設

置する理由 

 

周辺派生ｽﾄ

ｰﾘｰ 

・ｴﾘｱ分析が適切であるか。 

・ｴﾘｱ分析による新たな発見があるか。 

・公募対象公園施設を何のためにやるの

か明確か。 

・周辺に派生する共感ｽﾄｰﾘｰが描けてい 

るか。 

・周辺に新たな民間の投資を誘導できる

可能性があるか。 

20 

Ⅲ 

収支計画書 

初期投資 

運営収支 

 

各々の概算

見積書 

・初期投資は適切か。 

・運営収支は適正かつ初期投資の資金投

資回収が可能か 10 

Ⅳ 

運営計画書 

施設計画 ﾘｰｼﾝｸﾞ方針，業種･業態･営業時間･定休

日･利用者想定，出店者候補ﾘｽﾄ，木伏緑

地としての集客の考え方が適切か。 
10 

Ⅴ 

管理計画書 

実施方針，光熱水費・通信費・廃棄物収

集・清掃・公衆用ﾄｲﾚ管理の考え方，官民

区分図が適切か。 

10 

小  計 65 

Ⅶ 総合評価 事業全体が総合的に優れているか。 10 

Ⅷ 

価格評価 

・特定公園施設の建設・維持管理におけ

る市財政負担が軽減となっているか。 

・設置許可使用料以外の費用負担の提案

があるか。 

10 

Ⅸ 

緑の基本計画による加点 

公園活性化ﾌﾟﾗﾝ（ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗﾝ）で木伏緑

地の事業提案者であるか。 
15 

合  計 100 
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(7) 結果通知 

選定結果は，速やかに応募法人及び応募グループの代表法人に文書にて通知することとし，

電話等による問い合わせには応じません。また，選定結果は審査講評（概要）とあわせて，

本市ホームページで公表します。 

 

(8) 会議の委員への接触の禁止等 

応募法人等が，最優秀提案及び次点提案選定前までに，会議の委員に対して，本事業提案

について接触を行った場合は，失格となることがあります。 

また，本指針配布日から公募設置等予定者決定通知日までは，応募法人等に限らずいかな

る者からの提案内容，審査内容等に関するお問合せには，お答えできません。 

 

(9) 公募設置等予定者等の決定 

本市は，選定された最優秀提案を提出した応募法人等を公募設置等予定者として，また，

次点提案を提出した応募法人等を次点者として決定します。本市が公募設置等予定者の提出

した公募設置等計画の認定に至らなかった場合，あるいは公募設置等予定者と基本協定を締

結するに至らなかった場合は，次点者が公募設置等予定者としての地位を取得します。 

なお，審査の結果によっては，公募設置等予定者，次点者の一方又は両方について，該当

者なしとする場合があります。 

 

(10)公募設置等計画の認定 

   本市は，公募設置等予定者が提出した公募設置等計画を認定します。これにより，公募設

置等予定者は認定計画提出者となります。 

 

(11)契約の締結等 

ア 基本協定 

本市は，認定計画提出者と本事業の実施に関する基本的事項を定めた基本協定を締結し

ます。基本協定の案は別紙のとおりです。 

イ 設置管理許可 

認定計画提出者は，本施設の工事着手前に，公募対象公園施設の設置管理許可を得る必

要があります。 

ウ 特定公園施設建設・譲渡契約 

認定計画提出者は，本施設の工事着手前に，本市と「特定公園施設建設・譲渡契約」を

締結します。 

 

(12)指定管理者の指定 

   認定計画提出者は，本市による指定管理者の指定を受け，特定公園施設の管理運営を行っ

ていただきます。ただし，指定管理者の指定は，市議会で可決されることを前提とします。 
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(13)法規制等 

・ 提案内容は，都市公園法，盛岡市都市公園条例，盛岡市都市景観条例，建築基準法，消

防法，その他各種関係法令等を遵守してください。 

・ 事業の実施に当たり必要な許認可の取得や手続きについては，事業者の負担により実施 

してください。 


